















っといわれる Beams教授によれば (FloydA Beams “Advanced Accou 



























































































































































































































例題1 資本金($10額面株) A杜 100，000 B社50，000
資本剰余金 10，000 20，000 


















諸資産 100，000/資本金 90，000 




資 本 メ早ヘ乙 A 100，000 B 50，000 計 150，000
資本剰余金 10，000 20，000 30，000 
留保利益 50，000 30，000 80，000 
計(純財産〉 160，000 I 100，000 260，000 
ケース 2
資 本 J豆A乙』 A 100，000 I B 70，000 計 170，000
資本剰余金 10，000 10，000 
留保利益 50，000 30，000 80，000 
計(紺財産〉 肌 000I 100，000 260，000 
ケース 3
資 本 金 A 肌 000 I B 90，000 計 190，000
資本剰余金
留保利益 40，000 30，000 70，000 












株式を発行した場合にB社株式の時価が $16，S E C手数料$5，000，提出
財務諸表の会計士報酬 $10，000，株式発行費 $25，000C以上資本剰余金賦
課)，成功報酬$80，000C投資株式賦課〉とすれば仕訳は次のようになる。
投資 CB社〉株式 1，680，000/資本金(額面普通株) 1，000，000 























現金預金 50，000 50，000 支払債務 60，000 60，000 
受取債権 150，000 140，000 社債証券 150，000 135，000 
棚卸資産 200，000 250，000 其他負債 40，000 45，000 
固定資産 600，000 950，000 差 ヲ|
特許権等 50，000 正味財産 750，000 1. 200， 000 
ケース 1 A社が現金制00，000額面白O普通株50，000株を発行して市価$20
のB社株を取得した場合






















科目 IA社簿価IB社簿価IB社市価i科 目 L~社側 IB社簿価 IB社市価
現金預金 475，000 125，000 1百支払債務 300，000 180，000 180，000 
受取債権 600，000 300，000 300， 其他負債 200，000 120，000 120，000 
棚卸資金 800，000 200，000. 250， 資本金 1，500，000 500，000 
固定資産 1，200，000 350，000 450，000 資本剰余 200，000 40，000 
売上原価 1，000，000 325，000 450，000 留保利益 650，000 110，000 
其他費用 325，000. 100，000 売 上 1，550，000 450，000 




〈仕 訳〉 プーリング法 パーチェス法
投資 B株式 650，000〆 I 885，000/ 
資本金 I 500， 000 I /500， 000 
資本剰余金 I 40， 000 I 20， 000.ゾ385，000
留保利益 I 110，000 I 投資B株式
結合費用 I 60，000/ I 40，000 
現金 I 60， 000 I / 60， 000 
(残高)1プーリング判パーチェス法1(残高)Iプーリング法iパーチェス法
現金預金 125，000 125，000 支払債務 180，000 180，000 
受取債権 300，000 300，000 其他負債 120，000 120，000 
戸棚卸資産 200，0∞ 250，000 売上収益 450，000 
国定資産 350，000 450，000 投資B株 650，000 925，000 










現金預金 540，000 540，000 支払債務 480，000 480，000 
受取債構 900，000 900，000 其他負債 320， '000 320，000 
棚卸資産 1，000，000 1，050，000 資本金 2，000，000 2，000.000 
固定資産 1，550，000 1，650; 000 資本剰余 240，000 565，000 
暖 策 100，000 未処分益 950，000 875，000 
資産合計 3.99附 01 4，叫000負・資計 ω仏000Iω，000 
損益計算書
科 邑 |プーリング法|パーチェス法
フτまe 上 2，000，000 1，550，000 
売上原価 1，325，000 1，000，000 
其他費用 485，000 325，000 
当期利益 190，000 225，000 
繰越利益 760，000 650，000 
































注〕こうした両方法の相違は AICPAの“AccountingTrends & Technics. 
1980 "600 Anual Report Servey"によれば，企業結合数は実質的に年々増加
しているが，プーリング法は76年の29%から79年の17%に減少しており， 70年
























































































I A 社 IB 社|科
(単位:千円〉
A 社 IB 社
現金預金 3，600 2，870 支払手形 6，400 
受取手形 6，300 2，700 買 掛 金 4，200 7，200 
売 掛 金 7，900 6，200 短期借入金 3，000 2，000 
貸倒引当金 A 287 A 178 其の他流動負債 2，000 3，100 
商 品 9，600 7，300 社 債 10，000 
其の他流動資産 2，500 1，400 長期借入金 6，000 3，000 
有形画定資産| 45，000 12，000 
負債合計| 21，700 
減価償却累計額 '" 11，716 '" 1，822 
有形固定資産 2，000 1，600 資 本 金 55，000 10，000 
関係会社株式 30，000 資本準備金 12，000 1，500 
関係会社社債 930 利益準備金 1，500 600 
其の他の投資等 4，500 2，000 其の他の剰余金 1，000 1，200 
社債発行差金 600 (当期利益〉 (1，000) (800) 
資本合計| 13，300 










利益準備金繰入 100 剰余金期首残高 3，000 1，600 
自己 当 金 2，500 1，000 
役員賞与 250 250 
次期繰越利益 。 。
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肌 100I 56，800 1 計|
3，100 I 2，500 I営業利益|
1，000 I 1， 600 I営業外収益 1
4100 I 4，100 1 計|
2，000 I 1，600 I経常利益|
| |特別利益|
2，0001 ω <l_1 計|
1，000 I 800 I税引前当期利益 i
l，000 I 800 I 
2，000 I 1， 600 1 計|











































前期末甲品 500千円 (12%) 当期末甲品 1，600千円 (12%)



















3)貸倒引当金はA社， B社とも 2I子 3500x 284/6300+7900=70 




































3)子〈貸倒引当金〉 70/子〈販売管理費) 70 
親(貸倒引当金〉 60/親(販売管理費〉 60 
4)子(商 品〉 1，000/子〈買 掛 金〉 1，000 
5)親(売 上〉 36，000/子(売上原価〉 36，000 
6)親〈社 債〉 1.000/子(投資社債〉 930 
親(社債発行差金〉 60 
親(同 {賞 却〉 10 
7)子(未収利息〉 40/子(受取利息〉 40 
8)親(未払費用〉 40/子(未収利息〉 40 
9)親(受取配当〉 600/子(支払配当〕 600 






B社資本金 10，OOOX0.2= 2，600 












3社資本金 10，000X 0.4= 4，000 
資本準備金 1， 500 X 0.4= 600 
利益準備金 500X 0.4= 200 
其の他の剰余金 1， 500 X 0.4= 600 
計三，400
投資価値 9，000-(1，200X2/5)=8，520 









B社利益準備金(600-500) X 0.6= 60 
其の他の剰余金(1200-1500)X0.6=-180 
未収社債利息追加額 40X 0.6= 24 
計一 96
又は其の他の剰余金(1200-1500)X 0.6=-180 
当期未処分利益 (800十40)X 0.6= 504 












資本金 10，000x 0.4= 4，000 
資本準備金 .1，500X0.4=、 600
利益準備金 500 x 0.4= 200 


















10 OOOx 0.1= 1，000 
1，500X 0.1= 150 
600x 0.1= 60 
1，200x 0.1= 120 

























6， 600x10/40= 1，650 























ニ)(利益準備金) 40/(利益準備金繰入) 40 
(少数株主持分) 440/(配当賞与) 440 
〈少数株主損益) 336/(少数株主持分) 336 
(利益準備金) 40/(利益準備金繰入) 40 




(利益準備金) 10/(利益準備金振替) 10 









A社期末商品中のB社仕入品前期分(2000xO.15) xO. 6=180 
当期分 (5，200xO. 2) xO. 5=250 
企業結合の法と会計(続) 27 
B社期末商品中のA社仕入品 前期分甲品 500 XO.12= 60 
乙品 1.500XO.1 =150 210 
当期分甲品 1，600 xO.12=120 
乙品 2，000XO.1 =200 




(3，000-2，000) X (1-0.1) X 1/10=90 
以上の一括法仕訳は次の通り 剰余金期首残高には未収利息40を含む
(2) (a) (資本金) 10，000/(B 社株式) 7，350 
(資本準備金) 1，500/(売 却 益) 196 
(利益準備金) 500/(少数株持分) 5.440 
(剰余金(期首) 1，240/(少数株株分) 1，334 
(連結調整勘定) 1，200/(連結調整勘定) 120 
(利益準備金) 10/(利益準備金振替) 10 


























(d) ，予〈受取利息) 80/親(支払利息、) 80 











(持分法による投資損失) 480/ CB社株式) 480 
なお， (a)付で示した2年間の剰余金等の減価96千円を減じてその簿価を
8，424千円とする。
(持分法による投資損失〉 96/ (B社株式) 96 
更に， (a)休)の58年末の株式売却による売却益の計上は，個別財務諸表で
は売却益350千円が





CB社株式) 196/ C営業外収益) 196 
なお，前項(2)(b)の当期末の連結調整勘定償却240千円を計上する。
企業総合の法と会計〈続〉 29 




























連結・持分法精算表 (S.58.12. 31) 
注)①③③は持分法の整理仕訳を示す (単位:千円)
科目 イ昔)A社 (貸 借)B社(貸 f昔)組替(貸 借)消去(貸 f昔)持分法(貸 f昔)連結(貸
現預金 3，ωo 2，870 3，60 6，470 
1:取手形 6，3閃 2，7∞ 2) 3，0加 1) 3，5可 6，泊。 8，50 
売掛金 7，9ω 6，20 1) 3，00 7，ω。 1，10 
貴闘引当金 284 178 3) 130 284 32 
前 品目，60 7，30 4) 1，0∞ c) 印日 9，60 17，210 
その也資産 2，50 1，40 8) 釦 8) 40 2，50 3，90 
有jf}固資産 45，00 12，00 10) 1，0∞ e) 伺 45，ω。 56，日or
i境問慣却計 1，716 1，82 1，716 13，48 
無ff!l~雑 2，00 1，60 2，ω。 3，60 
関梧社株式 却，ωo a) 7，350 29，130 ① 870 2，650 
関樺社社{員 目。 7) 9却
その他投資 4，50 2，0∞ 4.30 6，50 
社鍛健全 60 ω ω。 目。
連結のれん a) 1，2∞ ha) Mo 36C 
支払子形 5，却。 6，4ω 1) 3，50 5，3ω 8，20 
買 j針金 4，20 7，20 1) 3，∞D ，) 1，00 4，20 9，4∞ 
短期借入金 3，00 2，ωo 2) 3，∞o 3，00 8，∞。
その世員賞 2，0ω 3，10 8) 40 2，00 5，060 
社 債 10，00 7) 1，0ω 10，00 9，00 
長期借入金 6，00 3，∞o 6，00 9，OC 
資本金 5，0∞ 10，ω。 a)lO，∞o 5，0∞ 5，00 
資本準憧金 12，00 1，50 a) 1，5∞ 12，00 12，OC 
刺益準靖金 1，50 60 a) 50 1，5ω 1，50 
:Jt~自剰余金 1，∞。 1，20 園 区画 ② 870 130 830 
少量株持分 a) 40 a)7，10 もS70
f午計 12，00 12，ω。37，日0 37，0C 12，530 12，530 15，90 15，約。 11，130 Jl1，130 131，6ω 137，60 
売上高 101，1ω 56，80C 5)お，00 107，10 127，90 
売上原価 82，4∞ 43，.60C 5) 36，0ω c) 690 c) 3叩 82，40C 90，30 
販売管理費 2，4仰 1，00 3) 1知 。ω 2，4∞ 3，1加
営業丹収益 1，80C 1，90 9) 60 I 8) 40 I d) 80 a¥ 1町 1，96 3，256 
営業丹費用 3，1∞ 2，50 10 dJ 剖 3，10 5，510 
特別損・益 1，00 10)1，00 1，∞。
(視込利益) (e，問。J (1 ，印~)
法人説等 1，00 80 1，00 1，80 
当期利益 1，∞o 80 lIA9J 図 310 ③ 6羽 210 
持母法投資 江 86
のれん慣却 b) 240 240 
少数株損益 a) 3指 36 
件計 109，90 lω，9∞ 58，7ω 部，7∞ 37，印1 37.60 1，346 10，的410，096 131，36 131，3前
剰令金首残 3，0∞ 1，60 予百 ① 1ぬ 2，820 2，490 
利準{慣繰入 250 1∞ a) 40 250 310 
配当・賞与 2，750 1，1ω 9) 6開 a) 40 2，750 2，810 
当期利益 1，∞日 80C ロ盈 困 (l) 690 310 210 
朝準輔藍替 a) 10 10 
剰余金車残 1，側 1，到。 園 [lo] l釦 @ 870 お日














現金預金 2，870/支払手形 6，400 
受取手形 2，700/買 掛 金 7，200 
7c 掛 金 6，200/貸倒引当金 178 
商 品 6，300/短期借入金 2，000 
未着商品 1，000/未 払 金 1，000 
未収利息 1，400/長期借入金 3，000 
有形固定資産 12，000/減価償却累計額 1，822 
同評価増 700/其の他の負債 3，100 
無形資産 1，600/資 本 金 5.500 
其の他の投資 2，000/B 社株式 7，350 
自 己社債 930/合併差益 1，000 






(1) 支 払 手 斉3 3，500/受 取 手 形 3，500 
(2) 貿 掛 金 3，000/売 持ト メ2九E 3，000 
(3) 受 取 手 形 3，000/定期借入金 3，000 
(4) 貸倒引当金 130/当 期 手リ 益 130 
(5) 未実現益(当期利益〕 440/未 着 商 品 440 
(6) 社 債 1，000/自 己 社 {責 930 
社債発行差金 60 
同償却〈当期利益〉 10 
(7) 未収利息(其他流資〉 40/支払利息〈当期利益〉 40 
未払費用(其他流資〉 40/未払利息〈其他流資〉 40 
(8) 当 期 手リ 益 1，000/建 物(固定資産〉 1，000 
減価償却累計額 90/当 期 手リ デムMモムヒ 90 










































科目 借)A社(貸 借)B社(貸 借)持分法(貸 借)連結(貸 プーリング
現預金 3，6∞ 2，針。 3，印。 6，410 6，410 
受取手形 6，3∞ 2，1ω 6，30 8，50 8，5ω 
売掛金 7，90 6，2泊。 7，9∞ 1，1∞ 1，1∞ 
貰倒引当金 284 18 284 お2 32 
商 品 9，6∞ 1，初日 9，初日 17，210 1，460 
そoll資産 2，5ω 1，4∞ 2，50 3，9∞ 3，90 
宥形固資産 45，00 !2，OC 45，00 56，日印 56，00 
減価慣却計 11.716 1，82 1 ，716 13，48 13.48 
語形固資産 2，00 1，印。 2，0C 3，6ω 3，6的
関係社株式 3(1，判。 29，1初 2，日 幻，6日
間保社社憤 日出
その地投資 4，守山 2，0C 4，5')(i 6，50 6，5ω 
社憤発行差金 60 G閃 540 5，10 
連結のれん 360 
支払手形 6，4ω 5，3∞ 8.20 8，2ω 
買掛金 七 7，20 4，2ω 9，40 日，4ω
短期借入金 3，00 2，∞o 3，ω。 8，0∞ 8，0∞ 
その抱負1責 2，00 3，1∞ 2，00 5，060 5，5ω 
社 儀 10，00 10，00 9，ωo 9，卿
長期世入金 6，0∞ 3，∞o 6，00 9，∞o 9，∞o 
資本金 問問。 10，00 同，08 5，00 60，50 
資本準端企 1，5∞ 12日 12)00 12，00 
利益準慣金 1，.1川l 60C 1，50 1，目。 1，5ω 
其地剰余金 1，20日 130 損 830 長 20
少数株持分 6，670 
合計 12，∞o 皇J2里 37，00 37，∞o 11，130 11，130 131，60 137，筋。 I部，940些，940
売上高 101，1∞ 56，80 107，1∞ l訂，90
売上原価 82，40 43，60 82，4∞ 卯，30
瓶売管理費 2，4∞ 1，∞o 2，4∞ お，180
営業外収益 1，80 1，90 1，96 3，256 
営業件費用 3，1∞ 2，50 3，1ω 5，510 
特別損・益 1，0∞ 1，∞。
(税込利益) (2，C∞) (1，印0)
法人税等 1，∞o 80 '1，00、 1，80 




合計 駒川1閲3馴m 市260 
58，70 間，7閃 10，ω6 131，36 l.1.36E 
剰余金首残 1，60C 2，490 
利準情繰入 、m、， 25(1 310 
配当・賞与 2，750 1.10 2，750 2，810 
当期利益 1，ω。 80 310 損 210
判準嘩撮替 10 
鶏余金末残 1，0∞ 1，20 1初 担問。

























































株式会社|資本金| 負債総額 l取締役!監査役|謹| 計算書類公開
大 5億円以上 200億円以上 3人以上 2人以上会計士本・支唐商公業告登を記要所す
中 5億円以下 200億円以下3人以上 1人以上調査人本・支庄商業登記所
1億円以下 10億円以下 2人以上 任意 調査人本・支庖商業登記所
零細 3千万円以下 3億円以下 2人以上 任意 本・支底商業登記所
有限会社 1億円以上 10億円以下 2人以上 1人以上会計士本・支底
商(〈B 業S登の記み所〕〉









































































































































チェスの態様の)，実質的に全部(少なくとも A.P. B. No. 16規準の90%
以上〉の株式を所有されている子会社であるから，極く憧かな新株発行が
あっても殆どはいわゆる無増資合併として，親会社の有する子会社株式と
その子会社純財産とを相殺するのみであるが，わが国の連結財務諸表は原
価主義の個別財務諸表準拠位の原則に基づいているために，その合併処理
後の連結財務諸表上には，差し当り，次のような再処理の問題が生ずるこ
とになる(白鳥栄一・明日山俊秀著『新訂実践連結財務諸表』第一法規出
版刊 p.358なお虫白鳥氏は後にこれらの問題解決に，連結会計における
持分法を個別財務諸表上の投資子会社株式等の評価(少なくともその評価
減の場合〉にも適用することを提案されたが，更に根本的に，今回の商法
改正の機に企業結合規定の制定にまで及んで，わが国の個別・連結・合併
号計の制度を改め，それらの処理の整合性を求めるべきことも示唆されて
L、る〉。即ち
(1) 相対的に規模の小さい子会社の(買収・パーチェスの態様をもっ合言
併としてその〉合併差益を全額資本準備金とすると，合併前に連結処理し六
た子会社の利益剰余金等を資本化することになる。従って，合併後の連結
会計上再度利益剰余金等に振替えねば，連結利益をも縮小して，連結グル
ープの経済的実質を異なったものに表示することになるのである。
42 立教経済学研究第40巻4号(1987年〉
(2) 合併による子会社株式(の額面超過額等の〉消却損を合併差益(と
しての剰余金等)又は受入資産含み益等で補填しえない部分は， (税務上
も損金に算入されないので，その合併は行なわれ葉齢、が)，連結上その消
却損相当額をその地の剰余金に合併による減少額として計上し，子会社合
併によってそうした消却損相当額を負担したことを表わすこととなろう。
(3) 子会社合併時の連結調整勘定末償却残高がある場合(子会社株式消
却損相当額の場合〉も，合併差益又は移転財産の含み益で消去されるが，
これは連桔上当該子会社が存在しなくとも親会社に一体化したのであるか
ら，合併(で消滅〉後に再度その未償却残額を計上し年々償却してゆく処
理をとることになる。
(4) 繰越欠損のある子会社等の合併時に計上された支入資産の詐価益は
《土地以外は欠損金の範囲で課税されなLつ，原価主義による連結会計上で
は認められないので，受入資産を原価で計上し，その欠損金をその他の剰
余金の合併による減少として存修Eすることになる。なお，準拠性の原則
で親会社の計上した評価益を連結上も認めるとすれば，それは連結クソレー
プの経清的実質の比較性からもその評価益を区分して剰余金計算書で残存
処理し，当期の連結損益には含めないものとすることになるのである。
こうした点は，わが国の連結財務諸表原則が原価主義による個別財務諸
表への準拠を冒として，企業結合め経済的実態に即した買収・パーチェス
か，株式交換・持分プーリングかの態様区分による結合会計処理をとらな
かった(とりわけ買収・パーチェスにおける資産評価益への課税を免れよ
言うとした〉ところから生じた矛盾にほかならない。従って，合併法規によ
去る処理で，連結会計への影響を避けようとすれば，簡易合併の場合は〔買
収・パーチェスの態様区分でも〕利益剰余金等を全て承継するものとする
(これは持分プーリング法の処理である〉。一方， 株式消却損文は連結調
整勘定の未償却残高等を合併によるのれんの計上として認め(これはパー
企業結合の法と会計(統) 43 
チェス法の処理である)，債務超過子会社の合併をも合法化する〈これは資
産評価益を原価主義の親会社の利益剰余金に算入する処理である〕等の別
段の手当を要する乙とになろう。だが，その結果は全く矛盾した処理法の
現用を惹き起こすことになるのである。もっとも立法の建前はなおそうし
た混用の余地を認め，合併処理法の区分適用にはなじまないようにも見受
けられる。とすれば更に，今回の試案は，現在証券取引法の規定による連
結財務諸表の開示規定として，決算後三カ月以内に株主への送付を検討し
ている(四9)のであるが，それはここでみたような矛盾，i昆用をより深
化，拡大せしめることになろう。合併法規における従来の不備を補い，そ
の公正確保を図る今回の商法改正の趣旨に即し，吏にその経済的実態を正
確に測定し，開示する合併・連結会計の制度化において，既に述べてきた
ような，子会社株式等の取得(支配)時から買収・パーチェスか，株式交
換・持分プーリングかの態様に応じて区分処理する原則を取り入れ，これ
が再構成を要することを望んでやまないところである。
付注〕この意見・要望による合併貸借対照表の評価と決算手続きの区分規定がとら
れれば，その解釈指針としての会計原則で次のような合併態様区分処理の規準を
取上げて実際に適用しうるものと考えられる。
事業活動〔総財産規模〕規準 支配構造 C持分割合〕規準
移転する被合併Y社総財産(Ay)
(及取締役会構成〉
交付新株数(及移転取締役数)(Cy) 
合併X社総財産(Ax)十移転総財産(Ay) X社既発行株数(Cx)+交付新株数(Cy)
(及存続取締役数) (及移転取締役数〕
合併態様による区分処理法
両規準値20%未満の場合 買収・パーチェス 事業活動非継続財産は時価評価
存続会社取締役会に不参加準備金等承継第288条ノ21⑤適用
両規準値20%以上の場合 交換・プーリング事業活動を継続財産は原価評価
存続会社の取締役会に参加準備金等承継第288条ノ2][項適用
財産規模20%未満・持分(及取締役〉割合20%以上の場合は交換・プーリング
財産規模20%以上・持分〈及取締役〉割合209杉未満の場合は買収・パーチェス
??
